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愛知県
在宅医療介護連携システム「電子@連絡帳」に関する
広域連携協定書締結に関するお知らせ
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地域包括ケアシステムとは？
2000年：介護保険制度施行

・分析により第一に要介護高齢者には認知症を伴うケースが多い。
・第二に医療と介護の連携だけでは要介護の高齢者を支えきれない。
⇒医療・介護サービスに加えて、生活支援も必要である。
⇒厚労省老健局長「高齢者介護研究会」で2003年に取りまとめた報告書
『2015年の高齢者介護』で初めて、医療サービス、介護サービス、生活支援等
を連携させた地域包括ケアシステムの概念が政策方針として提言された。

2008年：「地域包括ケア研究会」
⇒介護分野の発達型から始まった地域包括ケアシステムに、医療と
の協働の視点を取り入れ、さらに予防、生活支援、住まいまでを
統合して考えるべきと提案する。

2014年：「医療介護総合確保推進法」
・医療と介護は同格に扱われ、かつ各市区町村で地域包括ケアシステムを構築
するよう定められた。

2020年：地域包括ケアシステム概念の進化
⇒高齢者の生活を支えるためには、医療、介護、予防だけではなく、買い物
に出かけたり、人とつきあったりするなどの生活、さらに住まいと住まい方、
何より「本人の選択と本人・家族の心構え」も大切であるといった考え方を
深めている。

⇒障がい者、支援を受けるべき子どもたち、その親たちを、地域社会から排除
することのない「町づくり」を目指す。
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2014年：「医療介護総合確保推進法」（その１）

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
12600000-Seisakutoukatsukan/0000061858.pdf
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2014年：「医療介護総合確保推進法」（その２）
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二次医療圏とは？
愛知県１２：二次医療圏が存在

・日本における医療計画とは、日常生活圏で通常必要とされる医
療の確保のため都道府県が作成する整備計画。
・二次医療機関を単位とし、地域医療の効率化・体系化をはかる
ものであり医療法第30条で定められている。

半田市医師会、東海市医師会、
知多郡医師会

碧南市医師会、刈谷医師会、
安城市医師会、西尾市医師会

岡崎市医師会

豊橋市医師会、豊川市医師会、
蒲郡市医師会、田原市医師会

新城市医師会、北設楽郡医師会

豊田加茂医師会

瀬戸旭医師会、東名古屋医師会春日井市医師会、小牧市医師会、
岩倉市医師会、尾北医師会

一宮市医師会、
稲沢市医師会

西名古屋医師会

津島市医師会、海部医師会

名古屋市医師会
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地域のくらしを支える専門職ネットワーク IIJ電子＠連絡帳サービス

医療・介護サービスの
提供体制改革の必要性

① 医療との連携強化
② 介護サービスの充実強化
③ 予防の推進
④ 見守り、配食、買い物など多

様な生活支援サービスの確保
や権利擁護など

⑤ 高齢期になっても住み続ける
ことのできるバリアフリーの
高齢者住まいの整備

多職種連携が必須
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IIJ
医療情報ガイドラインに
対応したセキュリティ実装

クラウドサービス
開発・運用

地域のくらしを支える専門職ネットワーク IIJ電子＠連絡帳サービス

2017年からIIJ電子＠連絡帳サービス
を提供開始

共同研究 名古屋大学総長補佐
名古屋大学医学部附属病院
先端医療開発部
先端医療・臨床研究支援センター長
水野 正明 教授
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「電子＠連絡帳」で実現できる地域包括ケアシステムの推進

行政を含めた多職種間・異業
種間の情報連携と共有

1チームでの
患者支援を実現

疾病・服薬・バイタル状況の共有患者さんの「くらし」の記録

各専門職の訪問結果（過去も含む）国からの通知・連絡 いつでも
どこでも
すばやく

行政（運営）

各市町村の登録事業所、
利用者への周知・連絡
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「電子＠連絡帳」での情報共有事例（その１）

医療・介護連携
多職種での患者訪問結果の情報共有

（訪問診療の結果、バイタル情報、患部の写真、運動機能の動画）

訪問看護師 かかりつけ医

（事例）
訪問看護師から、
かかりつけ医への
情報連携

写真で分かりや
すい！！
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「電子＠連絡帳」での情報共有事例（その２）

１）市町村からの利用者への情報発信
※各市町村単位で「IIJ電子＠連絡帳サービス」を運営。

・市町村の医療介護事業所への情報共有。
（厚生労働省や県からの通知）

２）各職能団体内での情報共有
・三師会、介護事業所連絡会議での情報共有。
（厚労省通知、医師会員内の情報）

行政（運営） 医師・薬剤師・歯科医師

医師会

医師・薬剤師・歯科医師

限られた利用者への情報共有
（例：医師会会員のみ）

各市町村の登録事業所、

利用者への周知・連絡

電子＠連絡帳を
利用して情報共有

新型コロナウィルス感染対策
に関する「通知」をFAXで受
け取るのは「紙代」が大変！
電子＠連絡帳でPDFで送付さ
れれば必要な「通知」だけ印
刷して保管すればいい！！
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IIJ電子＠連絡帳サービスの利用状況

61区市町村

18,000人以上14,000人以上
30職種以上

10地域 /44行政

導入する行政・地域・施設

登録患者数参加する多職種

連携する二次医療圏と行政

令和2年５月１日 現在
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愛知県「IIJ電子＠連絡帳サービス」利用実績
愛知県

※名古屋大学医学部附属病院 先端医療開発部先端医療・臨床研究支援センターより出展

５４行政のうち４６行政で在宅医療介護連携システムとして運営

令和2年5月1日 現在
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令和2年5月1日 現在全国「IIJ電子＠連絡帳サービス」利用実績
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なぜ二次医療圏連携が必要なのか？

（※）二次医療圏：国の医療計画にもとづき都道府県が設定した地域単位
の一つ。二次医療圏は救急医療を含む一般的な医療を提供する範囲で、複
数の市町村をまとめて1単位として設定されている。

１）「住民生活圏」と二次医療圏範囲の相違
・自市町村住民の生活圏でもある近隣市町村が違う二次医療圏であり、住民が利用する近隣
市町村の医介護施設と電子＠連絡帳で連携ができない。

２）高度急性期病院との連携
・県内の限られた小児医療拠点病院が、市町村によっては二次医療圏の範囲外となるため入
退院情報の連携ができず、急性期病院も電子＠連絡帳を利用した各市町村への在宅療育
支援ができない。

３）医療介護連携で必要となる広範囲な情報連携（新型コロナウィルス感染対策）
・地域住民が利用する近隣市町村の施設（介護予防）が、異なる二次医療圏となるため施設
の運営状況（閉鎖、受け入れ制限）の情報交換ができない。

・ケアマネージャーが感染予防で患者との面会を禁止している他の二次医療圏病院とのビデ
オ会議結果の議事録確認が電子＠連絡帳を活用してでできない。

現行の課題
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愛知県「電子＠連絡帳」広域連携の締結メリット①

１.二次医療圏範囲を越えた広域連携
住民の生活圏を意識し、他市町村との連携を含めた持続可能な
医療介護サービス提供体制の構築。

新型コロナウィルス感染対策に関する正確な情報連携。
・地域住民の生活圏を考慮した他市町村との情報交換と連携。
・現在利用できる他市町村の医療介護サービスの情報交換。

情報連携市・町・村

二次医療圏A

市・町・村

二次医療圏B
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【参考資料】「電子＠連絡帳」広域連携とは何か？

＜目的＞
住民の生活圏を意識し、二次医療圏範囲を越
えて医療介護サービス提供体制を構築する。

A市「電子＠連絡帳」

医師

患者A

B市「電子＠連絡帳」

訪問看護

ID/PWID/PW

広域連携

広域連携（二次医療圏連携）

多職種連携

訪問対応

管理 管理

訪問対応
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２.県内医療拠点との連携
愛知県内の小児・高齢者の急性期病院と各市町村の「かかりつけ医」
「訪問看護師」等との連携が可能になり在宅療養・療育継続を支援。

在宅療育

検査入院
市・町・村

二次医療圏A・B

急性期病院

特に小児医療拠点

愛知県「電子＠連絡帳」広域連携の締結メリット②
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３.災害時の各市町村間の情報連携
災害発生時の近隣二次医療圏市町村との情報連携。
将来的に他市町村へ住民が避難した場合、被災市町村の許可のもと
避難地域でも被災市町村の患者情報（特に既往歴や在宅療養の情報）
連携を予定。

情報連携市・町・村

二次医療圏A

市・町・村

二次医療圏B被災

愛知県「電子＠連絡帳」広域連携の締結メリット③



19

【愛知県】在宅医療介護連携システム「電子＠連絡帳」に関する広域連携協定書（2020/04/01）

写
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【令和2年4月1日】愛知県「電子＠連絡帳」広域連携協定への参加市町村
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愛知県
「電子＠連絡帳」
協議会準備委員会

広域連携協定
参画行政追加
（第2期）

愛知県「電子＠連絡帳」広域連携に関する今後のスケジュール

IIJ電子＠連絡帳
バージョンアップ

救急支援

広域連携開始（各二次医療圏単位）

広域連携協定
35行政
（第1期）

7月2020年
4月 6月

広域連携（愛知県広域連携）
 新型コロナウィルス対策に関する正確な情報伝達
 広域的な情報交換（医療介護サービス継続提供）
 小児、高齢者の広域的な入退院情報連携
 災害時の情報連携（被災市町村の患者情報）

災害支援機
能
追
加

5月

広
域
連
携
（
県
域
）

二
次
医
療
圏
連
携

11の医療圏
46行政が運営
（愛知県） 広域連携

各医療圏・行政区分での課題対応を実施
 在宅医療介護連携推進協議会運営
 多職種連携カファレンス/地域ケア会議の実施
 服薬指導、リハ、栄養指導等の多職種協働

各市町村の活動と広域の活動をスムーズに
連携する運営が可能

専門職連携を行うICTプラットフォームを市町村から県域までスケールし、
地域個々の課題から、県域の横断活用まで実現可能なプラットフォームを目指す。
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